
 

平成 17 年 3 月期 個別財務諸表の概要        平成１７年 ５月１３日 
 
上場会社名  電源開発株式会社                                上場取引所        東証第一部 
コード番号  ９５１３                                        本社所在都道府県  東  京  都 
（ＵＲＬ http://www.jpower.co.jp/） 
代 表 者      役職名  取締役社長             氏名  中垣  喜彦 
問合せ先責任者      役職名 財務部決算ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ  氏名  木村  英雄        ＴＥＬ（03）3546－2211 
取 締 役 会 開 催 日   平成 17 年 5 月 13 日     中間配当制度の有無   有 
配当支払開始予定日   平成 17 年 6 月 30 日     定時株主総会開催日（予定）平成 17 年 6 月 29 日 
単元株制度採用の有無  有（１単元 100 株） 
 
 
１． 平成 17 年３月期の業績（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 
(1)経営成績                    (注)金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。 

 売 上 高      営業利益  経常利益  

 
17 年３月期 
16 年３月期 

百万円   ％

      546,702     (   4.6)

      522,595     (△ 4.3)

百万円   ％ 

       98,738    (△16.9) 

      118,788    (△ 4.7) 

百万円   ％

       47,415     (  41.4)

       33,522     (  22.9)

 
 

当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

 
17 年３月期 
16 年３月期 

百万円   ％

   31,266    (  44.0)

   21,718    (  26.8)

 円 銭

224.89 

240.25 

 円 銭

－ 

－ 

％ 

 8.8 

 8.8 

％

2.4 

1.6 

％

8.7 

6.4 

(注)①期中平均株式数   17 年３月期   138,807,912 株      16 年３月期   90,167,869 株 
    ②会計処理の方法の変更  有 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率を示しています。 
 

(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 中 間 期 末

配当金総額 
（年  間） 配当性向 

株主資本 
配 当 率     

 
17 年３月期 
16 年３月期 

 円 銭 

60.00 

60.00 

円 銭

－ 

－ 

 円 銭

60.00 

60.00 

百万円 

8,328 

5,410 

％

26.7 

16.2 

％

2.3 

1.6 
 

(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
17 年３月期 
16 年３月期 

百万円

1,949,660 

2,004,703 

百万円

370,137 

338,336 

％ 

19.0 

16.9 

円  銭

2,666.19 

2,437.04 

(注)①期末発行済株式数  17 年３月期  138,807,519 株   16 年３月期   138,808,000 株 
  ②期末自己株式数   17 年３月期          481 株   16 年３月期         － 株 
 
２．平成 18 年３月期の業績予想(平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 

  263,000 程度 

  525,000 程度 

百万円

   29,000 程度

   43,000 程度

百万円

   19,000 程度

   28,000 程度

円 銭 
30.00 
－ 

円 銭
－ 

       30.00 

円 銭
－ 

        60.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 201 円 72 銭程度 

※業績予想に関する注意事項 

上記業績予想は、種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の予測数値を確約したり、保証するもので

はありません。  
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